
公立大学法人奈良県立医科大学料金等規程
制定 平成１９年 ４月 １日

最終改正 令和 ８年 ４月 １日

第１章 総則

(趣旨 )

第１条 公立大学法人奈良県立医科大学が徴収する料金の額等について定めるものとする。

第２章 大学に関する料金

(授業料の額等)

第２条 授業料の額は、次のとおりとする。

一 学 部 年額 ６４２，９６０円

二 大学院 年額 ５３５，８００円

２ 学年の中途において入学し、退学し、若しくは転学した者又は休学した者の授業料の額は、

その者が当該学年中において現に在学した月数に応じて前項各号に規定する授業料の年額を月

割計算した金額とする。

第３条 授業料は、次の期に分かち、理事長の指定する期日に納付しなければならない。

前期 後期

学 部 ３２１，４８０円 ３２１，４８０円

大学院 ２６７，９００円 ２６７，９００円

第４条 理事長は、必要があると認めたときは、授業料を分割納付せしめ又は減免することがで

きる。

(入学検定料の額等 )

第５条 入学検定料の額は、次のとおりとする。

一 学 部 １７，０００円

二 大学院 ３０，０００円

２ 学部の入学検定料の額は、出願書類等による選抜(以下「第１段階目の選抜」という。 )を行

い、かつ、その合格者に限り学力検査その他による選抜 (以下「第２段階目の選抜」とい

う 。 )を 行 う 場 合 に は 、 前 項 第 １ 号 の 規 定 に か か わ ら ず 、 第 １ 段 階 目 の 選 抜 に あ っ て は

４，０００円とし、第２段階目の選抜にあっては１３，０００円とする。

３ 大学院の学力検査において、外国語試験のみを受験する場合の検定料は、第１項第２号の規定にかかわらず

１０，０００円とする。

第６条 入学検定料は入学願書に添えて納付しなければならない。

２ 既納の入学検定料は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当する者に係る既納の

入学検定料については、この限りでない。

一 前条第２項に規定する場合において、第１段階目の選抜で不合格になった者

二 出願（前条第１項第１号に係るものに限る。）の受付後に出願の資格のない者であることが

判明した者で個別学力検査が行われなかったもの。

３ 前項ただし書の規定により還付する入学検定料の額は、第２段階目の選抜に係る入学検定料

の額に相当する額とする。

(入学料の額等)

第７条 入学料の額は、次のとおりとする。

一 学部

ア 医学科

(1) 県内生 ２８２，０００円

(2) 県外生 ８０２，０００円

イ 看護学科

(1) 県内生 ２８２，０００円

(2) 県外生 ４２３，０００円

二 大学院

ア 医学研究科博士課程 ２８２，０００円

イ 医学研究科修士課程 ２８２，０００円



ウ 看護学研究科博士前期課程 ２８２，０００円

エ 看護学研究科博士後期課程 ２８２，０００円

２ 県内生とは入学の日の１年前から引き続き県内に住所を有する者又はその者の配偶者若しく

は１親等の親族である者をいい、県外生とは県内生以外の者をいう。

３ 入学料は、入学手続をする際に納付しなければならない。

４ 次の各号に掲げる場合は、入学料を免除する。

一 本学大学院医学研究科修士課程又は看護学研究科博士前期課程を修了し、本学大学院医学

研究科博士課程又は看護学研究科博士後期課程に進学する者については、第１項第２号ア又

はエの入学料を徴収しないものとする。

二 本学大学院看護学研究科博士前期課程に入学し、次のいずれかに該当する者については、

第１項第２号ウの入学料を徴収しないものとする。

ア 本学卒業後、直ちに本学大学院看護学研究科博士前期課程へ進学する者

イ 看護系大学を卒業した者又は卒業見込みの者で、本人又はその者の配偶者若しくは１

親等の親族である者が入学の日の１年前から引き続き県内に住所を有し、経済的支援を

必要とする者

ウ 県内看護系大学を卒業した者又は卒業見込みの者で、経済的支援を必要とする者

三 本学大学院看護学研究科博士後期課程に入学する者のうち、入学の日の１年前から引き続

き県内に住所を有し、経済的支援を必要とする者については、第１項第２号エの入学料を徴

収しないものとする。

５ 理事長は、必要があると認めたときは、第１項の入学料を減免することができる。

(学位論文審査手数料の額等 )

第８条 学位論文審査手数料の額は、１件につき２００，０００円とする。

２ 前項の学位論文審査手数料は、学位論文審査の請求の際納付しなければならない。

３ 理事長は、必要があると認めたときは、第１項の学位論文審査手数料を減免することができ

る。

(科目等履修料の額等 )

第９条 科目等履修料の額は、１単位につき１４，４００円とする。

２ 前項の科目等履修料は、理事長の指定する期日に納付しなければならない。

３ 理事長は他の大学の学生が授業科目を履修する場合において、必要があると認めたときは、

第１項の科目等履修料を免除することができる。

(特別聴講学生受講料の額等 )

第１０条 特別聴講学生受講料の額は、１単位につき１１，５００円とする。

２ 理事長は必要があると認めたときは、特別聴講学生受講料を免除することができる。

(科目等履修資格認定料の額等 )

第１１条 科目等履修資格認定料の額は、９，８００円とする。

２ 前項の科目等履修資格認定料は、科目等履修願書に添えて納付しなければならない。

(証明手数料の額等 )

第１２条 証明手数料の額は、次のとおりとする。ただし、在学中の者からは徴収しない。

一 卒業証明 (卒業見込証明を含む。) １通につき ５００円

二 成績証明 (単位修得証明を含む。) 同 ５００円

三 在学証明 (在学した期間の証明を含む。 ) 同 ５００円

四 進学に関する証明 (調書を含む。) 同 ５００円

２ 前条の証明手数料は、証明を受けようとする際、納付しなければならない。

第１３条及び第１４条 削除

(医科学研究生授業料の額等 )

第１５条 医科学研究生授業料の額は、年額１２０，０００円を上限とし、区分に応じ、別に定

める額とする。

２ 理事長は、必要があると認めたときは、医科学研究生授業料を減免することができる。

(博士研究員登録料の額等 )

第１６条 博士研究員登録料の額は１０，０００円とする。



第３章 病院に関する料金

(使用料及び手数料の額等 )

第１７条 使用料及び手数料の額は、次のとおりとする。

平成 20年厚生労働省告示第 59号（診療報酬の算定方法）第１号及び第２号並びに平成 20年厚

生労働省告示第 93号（厚生労働大臣が指定する病院の病棟における療養に要する費用の額の算

定方法）並びに平成 18年厚生労働省告示第 99号（入院時食事療養費に係る食事療養及び入院時

生活療養費に係る生活療養の費用の額の算定に関する基準）の規定により算定した額とする。

ただし、次に掲げるものについては、それぞれ次のとおりの額とする。

一 労働者災害補償保険法（昭和 22年法律第 50号）の規定による療養の給付に係るものについ

ては、平成 20年厚生労働省告示第59号第１号及び第２号の規定により算定した額に 100分の

115を乗じて得た額とする。

二 自動車損害賠償保障法（昭和 30年法律第 97号）の規定により損害賠償が請求できる場合の

医療に係るものについては、平成20年厚生労働省告示第 59号第１号及び第２号の規定によ

り算定した額に 100分の 150を乗じて得た額とする。

三 他の病院又は診療所からの文書による紹介のない患者（緊急その他やむを得ない事情のあ

る者を除く。）に対する加算料については、初診料算定１回につき平成 18年厚生労働省告示

第 107号（療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項

等）第１の３第１項第１号に定める金額に消費税法（昭和 63年法律第 108号）第 29条に規定

する消費税の標準税率及び地方税法（昭和25年法律第226号）第72条の 83に規定する地方消

費税の標準税率を乗じて得た額(1円未満の端数があるときは、これを切り上げた額 )とする。

四 患者に対し他の病院又は診療所に文書による紹介を行う旨の申出を行ったにもかかわらず、

他の病院又は診療所からの文書による紹介のないまま再診した患者（緊急その他やむを得な

い事情のある者を除く。）に対する加算料については、再診料算定１回につき平成 18年厚生

労働省告示第 107号第１の３第２項第１号に定める金額に消費税法第 29条に規定する消費税

の標準税率及び地方税法第 72条の 83に規定する地方消費税の標準税率を乗じて得た額 (1円未

満の端数があるときは、これを切り上げた額 )とする。

２ 前項の規定により算定することができない使用料及び手数料の額は、別表１に定める額とす

る。

３ 理事長は、特別の理由があると認めるときは、前各項の使用料又は手数料の全部又は一部を

免除することができる。

第４章 その他の料金

(実習生受入料の額等 )

第１８条 医療技術者等の養成に係る実習生受入料の額は、１人１日につき２，２００円とする。

ただし、薬学部学生の長期実務実習に係る実習生受入料の額は、１人につき４１８，７６０円と

する。

２ 前項の規定にかかわらず、実習生の派遣元が、実習に伴う費用として、前項の額を超える額

の納付を申し出た場合については、これを受け入れるものとする。

(情報公開による手数料の額等 )

第１９条 情報公開による手数料の額は、奈良県情報公開条例及び奈良県情報公開条例施行規則

に定める額とする。

２ 前項の手数料は、前納とする。

(個人情報の開示による費用負担の額 )

第２０条 個人情報の開示による費用負担の額は、奈良県個人情報保護条例及び奈良県個人情報

保護条例施行規則に定める額とする。

２ 前項の費用は、前納とする。

(土地貸付料の額等 )

第２１条 土地貸付料の額は、次のとおりとする。

一 工作物の設置に係る土地貸付料は、別表２に定める額とする。ただし、別表２の定めにより

難いものは、別表２に準じて理事長が定める額とする。

二 前項以外の土地貸付料は、土地の時価、使用面積等を基準に算定した額とする。

２ 理事長は、特別の理由があると認めるときは、前各項の土地貸付料を減免することができる。



３ 徴収した土地貸付料は、還付しない。ただし、使用料を納付した者の責めに帰することがで

きない理由より使用できなかった場合は、この限りでない。

(建物貸付料の額等 )

第２２条 建物貸付料の額は、使用面積、地代相当額等を基準に算出した額とする。

２ 理事長は、特別の理由があると認めるときは、前項の建物貸付料を減免することができる。

３ 徴収した建物貸付料は、還付しない。ただし、使用料を納付した者の責めに帰することがで

きない理由より使用できなかった場合は、この限りでない。

(その他 )

第２３条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、理事長が別に定める。

附 則

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成２０年３月５日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この規程は、平成２０年４月１日から施行する。ただし、別表１中「分べん介助料」及び「新

生児介補料」の規定は、平成２０年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ 別表１中「分べん介助料」の規定の施行の際、現に分べんのために入院している者に係る分べ

ん介助料の額については、なお従前の例による。

附 則

この規程は、平成２０年６月２５日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この規程は、平成２１年１月１日から施行する。

（経過措置）

２ 別表１中「分べん介助料」の規定の施行の際、現に分べんのために入院している者に係る分べ

ん介助料の額については、この規程の施行の日以降の分べんに係る分べん介助料について適用す

る。

附 則

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成２１年１２月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成２２年１０月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成２３年１０月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成２６年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成２７年７月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この規程は、平成２８年４月１日から施行する。

（廃止）

２ 第１３条及び第１４条の規定については、平成３３年３月３１日をもって廃止とする。

附 則

この規程は、平成２８年１０月１日から施行する。



附 則

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、令和元年１０月１日から施行する。

附 則

この規程は、令和２年 ４月１日から施行する。

附 則

この規程は、令和４年１０月１日から施行する。

附 則

この規程は、令和５年 ４月１日から施行する。

附 則

この規程は、令和５年１０月５日から施行する。

附 則

この規程は、令和６年 ６月１日から施行する。

附 則

この規程は、令和７年 ４月１日から施行する。

附 則

この規程は、令和７年１０月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この規程は、令和７年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ 別表１中「特別室使用料」の規定の施行の際、現に特別室に入院している者に係る特別室使用

料の額については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この規程は、令和８年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第２条第１項及び第３条の規定は、令和８年４月１日以降に入学した学生に適用し、令和８年３月３１日

以前に入学した学生については、なお従前の例による。



別表１(第１７条関係)

特別室使用料 特ＳＳ室 １日につき　３５，２００円

特Ｓ室 １日につき　２９，１５０円

特Ａ室（Ｅ病棟） １日につき　２４，７５０円

特Ａ室（Ｂ病棟） １日につき　２２，６６０円

特Ｂ室 １日につき　１７，３８０円

Ｓ室 １日につき　１１，６６０円

Ａ室 １日につき　　８，５８０円

Ｂ室 １日につき　　５，６１０円

Ｃ室 １日につき　　２，２００円

次に掲げる額を合算した額
(ｱ)　 １９０，０００円（多胎分べんの場合にあっては、
　　１９０，０００円に、胎児の数から１を減じた数に
　　９５，０００円を乗じて得た額を加算した額）
(ｲ)　 次に掲げる場合にあっては、(ｱ)により算出した
　　額にそれぞれ次に定める率を乗じて得た額
　　①　診療時間以外の時間　　100分の25
　　②　休日　　　　　　　　　100分の35
　　③　深夜　　　　　　　　　100分の35
(ｳ)　 産科医療補償制度に係る掛金の額に相当する額と
　　して実費等を基準に算定する額
　注　(ｲ)の①、②及び③の「診療時間以外の時間」、「休
　　日」及び「深夜」とは、平成20年厚生労働省告示
　　第59号別表第１第１章基本診療料第１部初・再診
　　料第１節初診料注４に規定する「診療時間以外の時
　　間」、「休日」及び「深夜」をいい、(ｳ)の「産科医
　　療補償制度」とは、分べん機関と妊産婦との間であ
　　らかじめ締結した補償契約に基づいて、通常の分べ
　　んにもかかわらず脳性麻痺となった児に対し補償金
　　を支払う制度で財団法人日本医療機能評価機構（平
　　成7年7月27日に財団法人日本医療機能評価機構
　　という名称で設立された法人をいう。）が運営する
　　ものをいう。

文書手数料 一号文書　１通につき　６，０５０円
二号文書　１通につき　３，５２０円
三号文書　１通につき　２，９７０円
四号文書　１通につき　２，２００円

各号に該当する文書は、理事長が別に定める。

理事長が契約により定める額

通算対象入院料の基本点数に100分の15に相当する点数に１０
円を乗じて得た額に消費税を課税した額

平成２０年厚生労働省告示第５９号(診療報酬の算定方法)第
１号及び第２号の規定(以下「診療報酬算定方法の規定」とい
う。)を準用して算定した額に、当該額に消費税法(昭和６３
年法律第１０８号)第２９条に規定する率と当該率に地方税法
(昭和２５年法律第２２６号)第７２条の８３に規定する率を
乗じた率とを合算した率を乗じて得た額を加算した額(その額
に１０円未満の端数が生じたときは、当該端数を切り捨てた
額)

健康診断の料金

診療契約によるもの

通算入院期間が１８０日を超えた日以後の
入院のうち選定療養に係る入院料

分べん介助料



１日につき　３０，１８０円
ただし、検査、投薬及び注射をした場合にあっては診療報酬
算定方法の規定を準用して算定した額、食事の提供にあって
は平成１８年厚生労働省告示第９９号(入院時食事療養費に係
る食事療養及び入院時生活療養費に係る生活療養の費用の額
の算定に関する基準)の規定を準用して算定した額を加算す
る。

１日につき　５，０１０円

１回につき　４，８９０円

ただし、病理解剖を行う場合は無料とする。

一回につき　８，２７０円

理事長が実費を基準として定める額

１時間を超えて駐車をした場合における当該１時間を超える
時間(１時間未満の端数があるときは、これを１時間に切り上
げる。)
１時間につき　１００円
ただし、診療、保健指導若しくは医療相談を受け、診断書若
しくは証明書の交付の申請若しくは受領を行い、又は入院若
しくは退院をする際に駐車場を使用する場合は、無料とす
る。

注　分べん介助料の項に規定する「診療時間以外の時間」、「休日」及び「深夜」とは、平成２０年
厚生労働省告示第５９号別表第１第１章基本診療料第１部初・再診料第１節初診料注4に規定する「診
療時間以外の時間」、「休日」及び「深夜」をいう。

死後の処置料

死体検案料

前項までによることができない医療行為の
料金

駐車場使用料

新生児介補料

分娩に伴う入院料



別表２（第２１条関係）

市の区域に属す
る場合

町及び村の区域
に属する場合

８００円 ５７０円

１，２００円 ８７０円

１，７００円 １，２００円

７円 ５円

４円 ３円

外径が０．０７メートル
未満のもの

長さ１メー
トルにつき
１年

３０円 ２１円

外径が０．０７メートル
以上０．１メートル未満
のもの

４３円 ３０円

外径が０．１メートル以
上０．１５メートル未満
のもの

６４円 ４５円

外径が０．１５メートル
以上０．２メートル未満
のもの

８６円 ６１円

外径が０．２メートル以
上０．３メートル未満の
もの

１３０円 ９１円

外径が０．３メートル以
上０．４メートル未満の
もの

１７０円 １２０円

外径が０．４メートル以
上０．７メートル未満の
もの

３００円 ２１０円

外径が０．７メートル以
上１メートル未満のもの

４３０円 ３００円

外径が１メートル以上の
もの

８６０円 ６１０円

標識
１本につ
き１年 １，１００円 ８１０円

標灯、標柱その
他これらに類す
るもの

１個につ
き１年

６００円 ４２０円

注

2　共架電線とは、電柱を設置する者以外の者が当該電柱に設置する電線をいうものとする。

種　　　　　　別 単　位

金　　　　額

摘　　要

第一種電柱 １本につき
１年

組立鉄柱又はＨ
柱は、２本とみ
なす。第二種電柱

第三種電柱

3　使用延長に１メートル未満の端数が生じるとき、又は使用延長が１メートル未満であるときは、当該
１メートル未満の延長については、１メートルとみなして計算する。

4　使用期間に１年未満の端数が生じるとき、又は使用期間が１年未満であるときは、月割により計算
し、なお、使用期間に１月未満の端数が生じるとき、又は使用期間が１月未満であるときは、当該１月
未満の期間については、１月とみなして計算する。

共架電線その他上空に設ける線類 長さ１メー
トルにつき
１年地下電線その他地下に設ける線類

地下工作物

郵便差出箱及び信書便差出箱

1　第一種電柱とは、電柱(当該電柱に設置される変圧器を含む。以下同じ。)のうち３条以下の電線(当
該電柱を設置する者が設置するものに限る。以下この号において同じ。)を支持するものを、第二種電柱
とは、電柱のうち４条又は５条の電線を支持するものを、第三種電柱とは、電柱のうち６条以上の電線
を支持するものをいうものとする。
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